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3 提言の内容  

本分科会は、マスタープラン2020として区分I(146件)と区分II(15件)の学術大型研究計画を選定し
た。いずれも学術的意義の高い大型研究計画である。さらに区分Iの学術大型研究計画の中から16件の新
規重点大型研究計画を選定するとともに、15件の重点大型 研究計画の継続を承認し、計31件の重点大
型研究計画を選定した。重点大型研究計画は、 学術大型研究計画の中でも特に優先順位が高く、国や地
方自治体等によって予算化され、 可及的速やかに推進されるべきものである。科学者コミュニティのボ
トムアッププロセス によって策定されたマスタープラン2020が、多様な学術の発展に貢献するととも
に、我が国の学術政策、さらに関係省庁、大学、研究機関等における具体的施策や予算措置に活かされる
よう提言する。 

提言  

第24期学術の大型研究計画に関する マスタープラン (マスタープラン2020)  
令和2年(2020年)1月30日 日本学術会議  

科学者委員会 研究計画・研究資金検討分科会 



(2) 重点大型研究計画の選定経緯と結果  

… 

新規の重点大型研究計画を選定するために、本分科会は、評価小分科会の評価結果等を基に選定された学術
大型研究計画からヒアリング対象計画（59件）を選定した。本分科会委員及び評価小分科会の委員長(また
は代理)からなる重点大型研究計画審査小委員会 (以下、「審査小委員会」という。)でヒアリングを行い、
そこでの評価結果を基に、 本分科会は新規の重点大型研究計画を選定した。  

選定にあたっては、人文・社会科学 (第一部)、生命科学(第二部)、理学・工学(第三部)のそれぞれから一定
数以上の提案が含まれること、さらに、多様な分野の提案が含まれることにも配慮し、6件の大型施設計画
と10件の大規模研究計画の合計16件を新規の重点大型研究計画として選定した。 

マスタープラン2017で重点大型研究計画に選定された未実施計画で重点大型研究計画としての継続を求め
る15件の応募提案については、対応する評価小分科会で 上記(条件1)及び(条件2)に記載の2つの条件を満た
しているかを審査し、その 結果を受けて本分科会で審議し、全提案を継続の重点大型研究計画として承認
した。  

この結果、計31件の提案をマスタープラン2020の重点大型研究計画として選定した。 なお、マスタープラ
ン2017で選定された重点大型研究計画28件のうち18件は、マスタ ープラン2014においても重点大型研究
計画に選定された計画であったことを付記する。  

(条件1) 計画の準備状況に進展が見られる。 
(条件2) 当該の学術コミュニティが総意として継続を希望・了承している。 



2020 学術大型研究計画より
分
野

計画
No.

学術
領域
番号

施設
/研究
の別

ヒアリ
ング
対象

マスター
プラン

2017の重
点大型研
究計画

計画タイトル 計画の概要 学術的な意義 社会的価値 年次計画
所要経費
（億円）

実施機関と
実施体制

71 23-2 施設 ○ ○

大型先端検出器による核子崩壊・
ニュートリノ振動実験
（Nucleon Decay and Neutrino
Oscillation Experiment with a
Large Advanced Detector)

スーパーカミオカンデに代わ
る超大型水チェレンコフ検出
器ハイパーカミオカンデを建
設し、J-PARC加㏿器ニュー
トリノと組み合わせて世界最
先端のニュートリノ研究を行
う。また最高感度での核子崩
壊探索を行う。

ニュートリノにおけるCP対称
性（粒子・反粒子対称性）の
破れを測定し、ニュートリノに
満ちた宇宙の進化論に対す
る理解を深める。さらに核子
崩壊探索と合わせ、素粒子
物理学の標準理論を超える
物理の確立を目指す。

素粒子の大統一理論や宇宙
進化の謎に迫ることにより、
人類の知的好奇心に訴える
問題に挑戦する。また我が
国が主導してきたニュートリ
ノ研究の飛躍的発展により、
国民に基礎科学の夢とロマ
ンを与えたい。

R2ーR28：ハ
イパーカミオ
カンデ建設後
運転20年間
R2-R18：J-
PARC大強度
化後運転10
年間

総額1,545（日本分
担1,391）
ハイパーカミオカン
デ：建設費673
（549）、運転経費
400／20年
J-PARC：運転経費
400／10年（他、加
㏿器増強費等72
（42））

東京大学宇宙線研究所と高
エネルギー加㏿器研究機構
素粒子原子核研究所が中
心となり推進し、国内外の大
学・研究機関の参加も予
定。

72 23-2 研究

極低放射能環境でのニュートリノ研
究
(Neutrino research at ultra-low
radioactivity environment)

カムランドを高性能化・汎用
化し、ニュートリノのマヨラナ
性検証やニュートリノ地球科
学を中心に、暗黒物質の季
節変動研究やニュートリノ天
文学などの地下極低放射能
環境での多様な宇宙素粒子
研究を推進する。

ニュートリノのマヨラナ性検証
はニュートリノ研究の最重要
課題であり、地球ニュートリノ
観測は地球科学に全く新し
い情報をもたらす学際的研
究である。その他極低放射
能科学研究は幅広い学術的
成果をもたらす。

知的好奇心をかき立てる基
本的な謎への挑戦は、理科
離れ対策の一助となる。ま
た、世界をリードする最先端
の環境は、教育・人材育成へ
の高い効果が期待できる。さ
らに、極低放射能技術は実
社会への応用も期待できる。

R2-R5：低放
射能環境構
築・機器調達
R6-R7：建設
期間
R8-R11：本格
運用

総額44(内国外７)
高エネルギー分解
能化：22
汎用化：１
極低放射能環境の
増強：９
二重ベータ崩壊核：
４
人件費：８

東北大学ニュートリノ科学研
究センター他、国内４・海外
11機関のKamLAND,
KamLAND-Zen共同研究グ
ループ

73 23-2 研究

高エネルギー重イオン衝突実験に
よるクォークグルーオンプラズマ相
の解明
(Exploring Quark Gluon Plasma
Phase by High energy Heavy ion
Experiments)

重イオン加㏿器を用いた国
際共同研究を推進し、極宇
宙初期や中性子星内部など
高温高密度で発現する
クォーク・グルーオン・プラズ
マ状態の物性解明に挑み、
量子色力学の相構㐀を明ら
かにする。

ハドロン物質やQGPの相構
㐀や物性に関する研究か
ら、階層を超えた普遍的な物
質構㐀の解明が進む。カイラ
ル相転移やクォークの非閉じ
込め・閉じ込め相転移は、宇
宙初期の物質創生の謎を明
らかにする。

超高温下で顕在するQGP
は、固体・液体・気体・プラズ
マに次ぐ新しい物質状態とし
て、私たちの物質観に重要
な知的価値を与える。実験技
術の開発は、放射線測定技
術や大規模な情報処理技術
などの発展に繋がる。

H31−R3：デー
タ収集、実験
高度化と新建
設、計算機セ
ンター設立
R3−R10：高度
化後の実験
遂行、本格運
用

総額60
運営費・人件費10、
LHC−ALICE実験装
置高度化15、
RHIC-sPHENIX実
験装置高度化５、
計算機設置(BNL)
５、計算機センター
設立と運用25

長崎総合科学大学(実施機
関)、東京大学(理学系研究
科)、広島大 学( 理学 研究
科)、筑波大 学( 数理 物質
系)、 理化学研究所(仁科加
㏿器センター)、奈良女子大
学

74 23-2 施設 ○
国際リニアコライダー計画
(International Linear Collider
Project)

エネルギーフロンティアの電
子・陽電子衝突型加㏿器。衝
突エネルギー250 GeVの電
子・陽電子リニアコライダー
をヒッグスファクトリーとして
国際的な合意と参加に基づ
き日本に建設し、国際共同
実験を行う。

ヒッグス粒子の精密測定によ
る電弱相転移の起源の解明
や暗黒物質等の新粒子発見
を通し、人類の自然観に革
命をもたらす新しい基本原理
を発見し、自然の統一的理
解と、宇宙進化の解明に向
け新たな道を切り開く。

世界に誇る知の拠点となり
若者に夢を与える。多分野に
わたる高度人材を育成、世
界の加㏿器科学振興と持続
的発展の力となる。イノベー
ション発生の可能性が高く、
極めて大きな波及効果をも
たらす可能性を有する。

R2頃：政府意
思決定、その
後本準備４年
＋建設９年
R15頃：稼働
開始、約10年
間の運用後、
アップグレード
を計画

建設費総額：約
7700
土木工事：約1200、
加㏿器本体：約
4300、労務費：約
1200、測定器２台：
約1000、年間運転
経費：約380、準備
費：約230。（日本負
担は半額程度）

現在はリニアコライダー・コ
ラボレーション、国際合意に
よるILC研究所発足までは
KEKが世界の主要加㏿器研
究所と設立するILC Pre-lab
が実施主体。測定器は国内
外研究所・大学。

75 23-2 施設

J-PARCにおける重イオン加㏿によ
る超高密度ストレンジネス核物質
の研究
(Studies of extremely dense
nuclear matter with strangeness in
heavy-ion collisions at J-PARC)

J-PARC において重イオン
ビーム加㏿を行い、原子核
密度の5-10倍の宇宙最高密
度物質を生成する。超高密
度物質のQCD物質の相構㐀
の研究、及び複数のストレン
ジクォークを含む新粒子の探
索を行う。

中性子星内部に実在する原
子核の5-10倍の宇宙最高密
度物質に匹敵する超高密度
物質を重イオン衝突によって
創成し、高密度核物質の相
構㐀と状態方程式を明らか
にし、様々な未知の粒子や
原子核を探索する。

中性子星内部に存在する宇
宙最高密度物質の性質や状
態を地上で調べ、明らかにす
ることは、人類の物質概念に
新たな知見を与える。本施設
は、我が国が誇る高密度物
質の国際研究拠点となり若
手研究者を育成する。

R3-R7：加㏿
器建設（予備
実験・準備研
究を含む）
R8-R9：加㏿
器調整・先駆
実験
R10－R11：本
実験

総額200
加㏿器施設：施設
建設・開発費150、
運転・運営経費35
実験施設：施設整
備・準備研究費10、
運転・運営経費５

筑波大と原子力機構先端研
を中心とする核物理コミュニ
ティがJ-PARCに実施機関を
要望する。J-PARCが施設を
建設し、国内外の大学・研究
機関が連携した実施体制に
て研究を実施する。

物
理
学

130

Roadmap2017



2020 重点大型研究計画より

分
野

計画
No.

学術
領域
番号

施設
/研究
の別

マスター
プラン

2017の重
点大型研
究計画

計画タイトル 計画の概要 学術的な意義 社会的価値 年次計画
所要経費
（億円）

実施機関と
実施体制

11 23-1 施設

強磁場コラボラトリー:統合された次
世代全日本強磁場施設の形成
(㻴igh 㻹agnetic 㻲ield
㻯ollaboratory-㻲ormation of 㼁nified
㻺ext 㻳eneration 㻭ll 㻶apan 㻲acility)

物質･材料科学研究の中核を
担う強磁場科学研究施設を、
世界トップの次世代施設へと
発展させるべく、2019年３月締
結の強磁場３拠点の連携協定
を基盤として、統合的研究機
構（強磁場コラボラトリー）を構
築する。

強磁場は物質・材料科学に必
須の環境であり、極限的環境
下の物質の状態の探求を通し
て、多彩な現象の発見と物質
観の革新に加え多様な学際的
研究の発展に寄与しており、
学術的に大きな可能性と意義
をもつ分野である。

強磁場利用研究は、超伝導材
料や磁性材料の開発を中心
に、エネルギー、環境、医療分
野において大きな社会貢献を
なし、強磁場を利用して開発さ
れた材料研究の成果が広く社
会に還元され、社会的価値は
極めて高い。

㻾1-㻾4：新設備
建及び順次部
分運用開始期
間
㻾5-㻾11：本格
運用

総額37
33㼀無冷媒超伝導磁
石16、準定常磁場電
源10、非破壊パルス
磁場電源９、可換型
共有強磁場装置１、
施設運営費１

東京大学物性研究所、東北大
学金属材料研究所、大阪大学
大学院理学研究科の３機関
が、2019年3月締結の強磁場
コラボラトリー運営に関わる協
定書に基づき、関連機関と連
携して実施。

12 23-2 施設
㻷㻱㻷スーパー㻮ファクトリー計画
(㻿uper 㻮-㻲actory 㻼roject at 㻷㻱㻷)

学術大型研究計画として支援
を受け、2018年よりビーム衝
突運転を開始したスーパー
㻷㻱㻷㻮加㏿器とベル２測定器を
用いた国際連携事業を推進
し、素粒子物理学・ハドロン物
理学分野における研究成果を
上げる。

素粒子標準理論を内包する新
しい物理理論を同定する、或
いは候補・パラメータ空間を絞
り込むことで、素粒子物理学
の次の方向性を決定する。ま
た、新複合粒子を研究し、ハド
ロン構成機序を解き明かす。

基礎科学を推進することで、広
く国民と知的価値を共有する。
また、計画遂行のために必要
とされる、高度な装置・機器の
開発・製㐀を通じて、企業の技
術力を底上げし、社会へ産業
的価値を還元する。

㻴31－㻾9：年間
平均８か月の
本格物理運転。
残りの４か月の
運転停止期間
に、装置の保
守、改良、増強
を行う。

総額768
運営費：年間80×9年
間＝720
（年額内訳
装置の維持、保守、
改良　26
施設維持、放射線安
全、計算機使用料等
10
光熱費等　44）
装置建設費：48

加㏿器は㻷㻱㻷が一元的に責任
を持つ。ベル２に参加する115
機関の国際組織を運営し、諮
問委員会の助言を得ながら計
画を推進する。加㏿器・測定
器間も、様々な層で情報共有
し意思統一を図る。

13 23-2 施設 ○

大強度陽子ビームで究める宇宙と
物質の起源と進化
(㻽uest for the origin and evolution
of universe and matter with high-
intensity proton beams)

㻶-㻼㻭㻾㻯大強度陽子ビームで
多彩な二次粒子を生成し、基
礎研究から新産業創出につな
がる応用研究に至るまで幅広
い分野の実験を行う。年間9ヶ
月の運転を実施し、宇宙と物
質の起源と進化の解明を目指
す。

新しい物理法則の最高感度で
の探索、中性子星の内部のよ
うな極限高密度状態での物質
の性質の解明、物質や生命の
機能の総合的理解、イノベー
ション創出や産業競争力強化
への貢献などを行うことができ
る。

宇宙の歴史や物質の成り立ち
に対する理解は、人類が共有
する新たな英知の創㐀として
の社会的・文化的意義を持
ち、国家・社会の発展の基盤・
原動力となる。人材の育成、
国際社会で信頼と尊敬を得る
ことにも資する。

㻴25－㻾4：現行
の運用
㻾5：期末評価
㻾5－㻾15以降：
運用の継続、並
行して実験施設
の高度化を行
う。

総額は高度化建設費
406、年間運営費㻾4
まで80、㻾5から100、
高度化後は118。運営
費は施設運転のため
の電気代、施設・機器
のメンテナンスのため
の維持費、性能向上
費などを含む。

㻷㻱㻷の各部署で㻶-㻼㻭㻾㻯施設
を運用するグループが連携し
て運用と研究開発を行う。分
室を設置している大学が連携
協力を強めており、特に大阪
大学は部局を超えて協力して
取り組む。

14 23-3 施設

宇宙と生命の起源を探究する大型
ミリ波サブミリ波望遠鏡アルマ２計
画
(㻭tacama 㻸arge
㻹illimeter/submillimeter 㻭rray 2
(㻭㻸㻹㻭2) in 㻿earch of 㻻ur 㻯osmic
㻻rigins)

日米欧共同で南米チリのアタ
カマ高地に設置したアルマ望
遠鏡の機能を格段に向上さ
せ、比類なき電波観測性能を
国際学術コミュニティに供し、
惑星の誕生の現場そして生命
素材を含む宇宙での物質の進
化の解明に迫る。

多数の原始惑星系円盤で地
球型惑星形成領域の構㐀か
ら惑星系の多様性の全貌を明
らかにし、惑星誕生現場で生
命素材物質の進化をとらえ、
宇宙初期に重元素の存在を
探ることで、宇宙における私た
ちのルーツに迫る。

宇宙における私たちのルーツ
を探る本計画は、人類普遍の
真の知的財産を生み出す。革
新的センシングやビッグデータ
処理技術開発を通して㻿ociety
5.0の課題解決に貢献し、国際
協力で㻿㻰㻳s達成に資する。

㻾5－㻾16：アル
マ望遠鏡の機
能更新を段階
的に行い（アル
マ２計画）、性
能実証と国際
共同利用による
観測を並行して
実施する。

総額：米欧分含む12
年間で運用経費約
1,368、機能強化費約
216
運用経費：日本分担
は総額の25%の約342
機能強化費：東アジア
分担は総額の25%の
約54（台湾と韓国と調
整）。

自然科学研究機構、米国国立
科学財団、欧州南天天文台間
の協定、そして国立天文台と
米国国立電波天文台を加え、
最高意思決定機関アルマ評
議会の下で強固な国際連携
体制によって計画を推進す
る。

15 23-3 研究

大型低温重力波望遠鏡 㻷㻭㻳㻾㻭
計画
(㻸arge-scale 㻯ryogenic
㻳ravitational wave 㼀elescope
(㻷㻭㻳㻾㻭))

㻷㻭㻳㻾㻭は連星ブラックホール
や連星中性子星の合体を観
測する重力波望遠鏡である。
㻸㻵㻳㻻や㼂irgoとの国際観測ネッ
トワークに加わり、重力波天文
学およびマルチメッセンジャー
天文学の発展に貢献する。

重力波観測は、一般相対性理
論の検証だけでなく、ブラック
ホール時空やコンパクト星の
状態方程式の解明、さらには
ハッブル定数の精密測定など
宇宙論などへも大きな寄与が
期待されている。

重力波研究への理解を得るた
めに、新聞・雑誌の記事や㼀㼂
報道による広報だけでなく、一
般講演会や見学会等に積極
的に取り組んでいる。また、開
発した最先端技術の医療分野
への応用も期待されている。

㻴22－㻴30：建
設期間
㻾1－㻾4：第一
期運用
㻾5-㻾24：本計
画（後継計画）

総額90.6
観測装置および施
設：運営費(㻾5-
㻾24)90.6
（上記以外に第一期
運用経費(㻾3-㻾4)：
9.1）

宇宙線研究所をホスト機関と
し、国立天文台、高エネル
ギー加㏿器研究機構と共同し
て建設を進めてきた。近年、富
山大学が拠点となった。現在、
共同利用研究者は国内外で
300名を越えている。

物
理
学
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